
 
 
 
 
 
 
 

少子化対策に関する政策評価 
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平成 15 年度第２期 政策評価計画 

名 称 少子化対策に関する政策評価（総合性確保評価） 

目 的 

近年、我が国における合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に産む子どもの数）

は、低下の一途をたどり、平成 14 年には過去最低の 1.32 と人口を維持するのに必

要な水準を大幅に下回っている。こうした急速な少子化は、労働力人口の減少、市

場規模の縮小、現役世代への負担の増大などを通じ、経済成長へのマイナス効果や

地域社会の活力の低下、子どもの社会性がはぐくまれにくくなることなど将来の我

が国の社会経済に広く深刻な影響を与えることが懸念されている。 

政府は、中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針として、平成 11 年 12

月に「少子化対策推進基本方針」（平成 11 年 12 月 17 日少子化対策推進関係閣僚会

議決定。以下「基本方針」という。）を策定し、少子化対策を推進してきている。

さらに、平成 15 年３月には、従来の少子化対策に付加するものとして、「次世代

育成支援に関する当面の取組方針」（平成 15 年３月 14 日少子化対策推進関係閣僚

会議決定）が策定され、また、第 156 回国会において、次世代育成支援対策推進法

(平成 15 年法律第 120 号)、少子化社会対策基本法(平成 15 年法律第 133 号)等が成

立したところである。 

基本方針に盛り込まれた少子化対策のうち、特に重点的に取り組むことが必要な

施策について、「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（平成

11 年 12 月 19 日大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治６大臣合意。いわゆる「新

エンゼルプラン」）が策定され、関係省庁の密接な連携の下に進めることとされて

いる。 

この政策評価は、少子化対策について、新エンゼルプランに掲げる施策が関係行

政機関の連携の下に総体としてどのような効果を上げているか等の総合的な観点

から、一括して、全体として評価を行い、関係行政の今後の在り方の検討に資する

ため実施するものである。 

調 査 項 目 

１ 少子化対策に係る各種施策の現況等 

２ 新エンゼルプランに係る各種施策の効果の発現状況等 

３ その他 

調査対象機関 総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省 

関 連 調 査 等 

対 象 機 関 

都道府県、都道府県教育委員会、市町村、市町村教育委員会、関係団体等 

調査実施時期 平成 15 年８月～ 

担 当 評 価 

監 視 官 等 

厚生労働担当評価監視官 

管区行政評価局全局、四国行政評価支局、沖縄行政評価評価事務所、 

行政評価事務所一部 
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「少子化対策に関する政策」の脈絡図 
 

 

 

 

 

 

 

仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負担感を緩和・除去

し、安心して子育てができるような様々な環境整備を進め、家

庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会にすること 
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重点的に推進すべき少子化対策の具体的 

実施計画について（新エンゼルプラン） 

 

 

【施策の目標】 

 

平成１１年１２月１９日

大蔵・文部・厚生・労働 自治６大臣合意

７ 教育に伴う経済的負担の軽

・ 育英奨学事業の拡充 

・ 幼稚園就園奨励事業等の

１ 保育サービス等子育 ービスの充実 

・ 低年齢児の受入れ拡

・ 多様な保育需要に応える保育サービスの推進 等

２ 仕事と子育ての両立のための雇用環境の整備 

・ 育児休業をとりやすく、職場復帰をしやすい環境

の整備 

・ 子育てのための時間確保の推進等子育てをしなが

ら働き続けることのできる環境の整備 等 

８ 住まいづくりやまちづくり 育て

・ ゆとりある住生活の実現

・ 仕事や社会活動をしながら子育てしや

整備 等 

５ 地域で子どもを育てる教育 備 

・ 体験活動等の情報提供及 場の充実 

・ 地域における家庭教育を 子育てネットワ

ークの整備 等 

６ 子どもたちがのびのび育つ の実

・ 平成14年度から完全学 制を 施

・ 子育ての意義や喜びを学 環境

４ 母子保健医療体制の整備 
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経済的負担感の緩和

身体的負担感の緩和

精神的負担感の緩和

《外部要因》 
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３ 働き方についての固定的な性別役割分業や職場優

先の企業風土の是正 

・ 固定的な性別役割分業の是正 

・ 職場優先の企業風土の是正 

 

 

 

 

 

 

○少子化の進行 

出生数（千人） 合計特殊出生率 

昭和22年  2,679    4.54 

48年  2,092    2.14 

平成元年  1,247    1.57 

10年  1,203    1.38 

（  14年  1,154    1.32 ） 

 

○ 少子化の原因：『晩婚化』 

未婚率（25歳から29歳までの女性） 

昭和50年 20.9% → 平成７年 48.0% 

（  12年 54.0%） 

 

○ 少子化の影響 

労働力人口の減少 

高齢者比率の上昇 

市場規模の縮小 

現役世代の負担の増大 

「1.57ショック」 

合計特殊出生率

が人口置換水準

(2.08)を上回っ

ていた最後の年 

懸念 

経済成長へのマイナス効果 

地域社会の活力の低下 

子どもの健全な成長への悪影響 
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（目的） 

「仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負担感の緩

和・除去」、「安心して子育てができる環境整備」 

 

（推進体制） 

職場や家庭、地域の在り方など国民生活全般に深く関連

することから、関係省庁が密接な連携の下に進める。 

 

（基本的視点） 

結婚・出産は当事者の自由な選択に委ねられるべきもの 

少子化対策の趣旨 
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「少子化対策に関する政策評価」に係る研究会開催要領 

 
総 務 省 行 政 評 価 局 
厚生労働担当評価監視官 

１ 開催の趣旨 
総務省行政評価局（厚生労働担当評価監視官室）では、平成15年８月から「少子化

対策に関する政策評価」を実施している。 

この政策評価は、「少子化対策推進基本方針」（平成11年 12月 17日少子化対策推進

関係閣僚会議決定）、「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（平

成11年 12月 19日大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治6大臣合意）等に基づき、関

係行政機関が少子化対策として推進している各種施策が総体としてどのような効果を

上げているかなどの総合的な観点から、一括して、全体として評価を行うものである

が、評価の客観性等を確保するためには、政策の効果等に関し、第三者の知見を活用

しつつ合理的な手法により把握、分析等を行う必要がある。 

このため、少子化対策等について専門的な知見を有する外部有識者から意見の聴取

等を行って、本政策評価に反映させ、その的確な実施に資するために標記研究会を開

催するものである。 

 

２ 検討事項 
① 少子化対策に係る政策効果の発現状況の把握方法等について 
② 把握したデータ等の分析手法、評価の基準等について 
③ アンケート調査の実施について 
④ その他少子化対策に係る政策評価の手法に関することについて 

 
３ 開催方法 
厚生労働担当評価監視官が主宰し、少子化対策に関する一連の評価作業が終了する

までの間、必要に応じ、随時開催するものとする。 
 
４ 参集メンバー 
本研究会の参集メンバーは、別紙の外部有識者とする。 

 
５ 庶務 
本研究会の庶務は、厚生労働担当評価監視官室が行う。 
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別紙 
 

「少子化対策に関する政策評価」に係る研究会参集メンバー 
 
 
氏 名（敬称略） 専門分野等 所属（職名）及び主な履歴 

奥山

おくやま

 千鶴子

ち づ こ

子育てサークル代表 
子育て経験者 

・ 子育てサークル「ＮＰＯ法

人びーのびーの」代表 
・ 厚労省「少子化社会を考え

る懇談会」メンバー 

勝又

かつまた

 幸子

ゆきこ

社会保障マクロ財政分析 
社会保障費の国際比較 

・ 国立社会保障・人口問題研

究所総合企画部第三室室長 

高木

たかぎ

 健

たけし

政策評価・行政評価 ・ 三菱総合研究所主任研究員 

田中

たなか

 常雅

つねまさ

企業における出産・育児

への支援措置 

・ 東京商工会議所少子高齢化

対策特別委員会副委員長 
・ 政策評価・独立行政法人評

価委員会専門委員 

田辺

たなべ

 国昭

くにあき

行政学、公共政策、政策

評価 

・ 東京大学大学院法学政治学

研究科教授 
・ 政策評価・独立行政法人評

価委員会臨時委員 

玉村

たまむら

 雅敏

まさとし 政策分析・評価論 
マーケティングリサーチ

手法 

・ 千葉商科大学政策情報学部

専任講師 

（50音順） 



「少子化対策に関する政策評価」に係る研究会における主な意見 

 

 

【政策効果の把握】 

○ 出生率は地方では高いが都心では低い。この背景として、地方は祖父母や親戚な

どの地域のつながりがあるが、その一方で都心は、夫は仕事で帰りが遅く、親戚も

おらず、子育ての支えられ感がないことが考えられる。このことから、仕事と子育

ての両立支援が中心となっている新エンゼルプランに不足しているものは何かとい

う検証と、次世代育成支援対策に活かせる指標を見つけるべきである。 

○ 新エンゼルプランが、子どもを生むインセンティブに与える効果はマージナルな

ものである。マージナルなものを検出するためには、それ以外の要因である外部要

因も全て把握する必要がある。今までの一連の研究で出てきたそのような要因（収

入、年齢、住宅の居住床面積など）をアンケート調査項目に入れて、アンケート結

果を分析できるような設計にしておかなければ、政策が何に効いたのかが見えなく

なる。 

○ 政策が子どもを生むインセンティブにどう働くかは別として、外部要因の洗い出

しをする必要がある。 

○ 仕事と子育ての両立に係る負担感や子育ての負担感の緩和と出生率の関係を定

量的に捉えるのは難しい。しかし、新エンゼルプランが出生率の低下の歯止めにな

らなくても、少なくとも子育ての負担感を緩和したということであれば、それはひ

とつのそういう効果があったという評価になり得る。よって、新エンゼルプランの

施策が、負担感の緩和に対して的外れのことを行っていないか、負担観を感じてい

る部分に的確に対応する施策になっているかを、アンケートで把握することが大切。 

 

【アンケート調査の設計】 

○ アンケート調査においては、回答者が新エンゼルプランの施策の中身を把握して

いるのかどうか、また、住んでいる自治体や身の回りに、新エンゼルプランの施策

によるサービスが十分に供給されているのかどうかを把握するのはとても肝心で

ある。 

○ アンケート調査においては、資料「新エンゼルプランの概要」では細かすぎて回

答者は何を聴かれているのか分からないので、認知できるような形で上手にまとめ

てほしい。 
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「少子化対策に関する政策評価」における評価スキーム 

 

項  目 主な把握データ等 備考 

Ⅰ 少子化対策の推進態勢の現況 

 1 我が国の少子化の現況 人口動態の年次推移  

 2 我が国の少子化の今後見込み 将来の推計人口（Ｈ14年１月）  

 3 関係機関における推進態勢 関係行政機関における少子化対策の体系、推

進体制の現況 

 

 4 「新エンゼルプラン」策定の背景、目的及び

政策効果 

「新ＡＰ」策定の背景、目的、政策効果  

Ⅱ 「新エンゼルプラン」推進の現況と効果 

1 保育サービス等子育て支援サービスの充実 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  延長・休日保育実施保育所数、利用児童

数の推移 

＜効果の発現状況＞ 

子どもがいる世帯の母の就業率・夫婦共

働き率の推移 

 

 

2 仕事・子育ての両立のための雇用環境の整備 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  育児休業基本給付金受給者数の推移 

＜効果の発現状況＞ 

  有業者の育児時間の推移 

 

3 働き方についての固定的な性別役割分業や

職場優先の企業風土の是正 

＜施策の進ちょく状況＞ 

  男女雇用機会均等月間における啓発活

動等の実施状況 

＜効果の発現状況＞ 

平均勤続年数の男女差の推移、年次有給

休暇の取得率の推移 

 

4 母子保健医療体制の整備 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  周産期医療ネットワークの整備都道府

県数の推移 

＜効果の発現状況＞ 

妊産婦・乳児等の死亡数、死亡率の推移 

 

5 地域で子どもを育てる教育環境の整備 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  体験活動等事業実施数等の推移、家庭教

育手帳・ノート配布数の推移 

＜効果の発現状況＞ 

問題行動発生件数の推移、しつけ等に関

する親の悩みの状況の推移 

 

 

6 子どもたちがのびのび育つ教育環境の実現 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  総合学科設置校数の推移、「心の教室」

カウンセリングルームの整備数の推移 

＜効果の発現状況＞ 

問題行動発生件数の推移（再掲） 
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7 教育に伴う経済的負担の軽減 ＜施策の進ちょく状況＞ 

  育英奨学金貸与人員数の推移、幼稚園入

園料・保育料の保護者負担額の推移 

＜効果の発現状況＞ 

  子育ての辛さに教育に伴う経済的負担

を挙げる者の推移 

 

8 住まいづくりやまちづくりによる子育て支

援 

＜施策の進ちょく状況＞ 

  特定優良賃貸住宅制度の活用等による

ファミリー向け賃貸住宅の供給状況等 

＜効果の発現状況＞ 

床面積等住居水準の推移 

 

 9 「新エンゼルプラン」推進に伴う国の行政コ

ストの把握 

「新ＡＰ」に掲げる施策の国の予算額（Ｈ12

～Ｈ15） 

 

Ⅲ 新エンゼルプランの効果の発現に関する状況等 

 1 少子化対策として重点的に取り組むべき分

野・施策の有無 

新ＡＰに掲げる分野・施策についてのニーズ

の高低（濃淡） 

アンケート調査

 2 少子化対策として重点的に取り組むべきで

あった分野・施策 

新ＡＰに掲げられていない分野・施策につい

てのニーズの有無・高低（濃淡） 

アンケート調査

 3 「新エンゼルプラン」の施策の有効性 新ＡＰに掲げる分野・主な施策の効果の発現

状況（施策を利用して「子どもを持ちたいと

思えるようになったか」どうか） 

アンケート調査

 4 政策効果の発現に関する外部要因 政策効果の発現に影響を及ぼす要因（外部要

因）と推量される情報・データ 

 

Ⅳ 地域における少子化対策に関する取組の現況 

 1 市町村における先駆的な又は意欲的な少子

化対策とその効果 

市町村における少子化対策のうち先駆的な

取組の状況・効果 

自治体に対する

調査 

  2 合計特殊出生率の高低と少子化対策の実施

状況との関係 

近年、合計特殊出生率が上昇（下降）してい

る市町村の原因と少子化対策の状況 

自治体に対する

調査 

 3 自らの少子化対策について独自の評価を行

っているもの 

少子化対策について、独自の評価を行ってい

る都道府県、市町村がある場合、その結果 

自治体に対する

調査 

Ⅴ 海外における少子化及び少子化対策の現況 

 1 海外における少子化の現況及び少子化対策

の現況 
海外諸国における少子化及び少子化対策の

現況、その効果の発現状況 
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新 エ ン ゼ ル プ ラ ン の 概 要 
 

(1) 低年齢児の受入れの拡大 ○ 需要の多い０～２歳の保育所受入枠の拡大   
 

 
 

１ 保育サービス等子育て支援
サービスの充実 

   ① 延長保育（通常の11時間を超える保育）の推進  
② 休日保育の推進     (2) 多様な需要に応える保育サービ

スの推進 
 

③ 乳幼児健康支援一時預かり（病気回復期にある乳幼児の保育）の推進  
④ 多機能保育所等（多様なサービスを提供できる多機能保育所等）の整備  

 
  

 
 

 
    ① 地域子育て支援センター（育児相談や育児サークル支援等を行うセンター）の整備  

 
 (3) 在宅児も含めた子育て支援の推

進 
 

    

② 一時保育（専業主婦家庭の休養・急病や育児疲れ解消、パート就労等に対応した一時預かり） 
③ ファミリー･サポート･センター（地域において子育ての相互援助活動を行う会員制の組織）の整備  

  (4) 放課後児童クラブの推進  
○ 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年児童の放課後対策  

     
① 育児休業制度の充実に向けた検討  (1) 育児休業を取りやすく、職場復

帰をしやすい環境の整備 ② 育児休業給付の見直し  
２ 仕事と子育ての両立のため
の雇用環境の整備 

 

 

 

③ 事業主による育児休業取得者の円滑な職場復帰への支援の促進  
     

① フレーフレー・テレフォン（子育てサービス等に関し、電話等による相談、情報提供）事業の整備 
② 事業主による子育て支援の促進  
③ 子育てのための時間確保の推進に関する検討  

 

 (2) 子育てのための時間確保の推進
等子育てをしながら働き続けるこ
とのできる環境の整備 

 

④ 労働時間の短縮等の推進  
  ⑤ 子どもの看護のための休暇制度の検討  

 (3) 出産・子育てのために退職した
者に対する再就職の支援 ○ 再就職希望登録者支援事業の整備  

   

① 職場における性別役割分担の是正  

 

(1) 固定的な性別役割分業の是正 

 

② 男女の雇用機会均等の確保   
    

３ 働き方についての固定的な
性別役割分業や職場優先の企
業風土の是正 ① 国民的な広報活動の実施   (2) 職場優先の企業風土の是正 

【厚生労働省】
 

 

 

 
② ファミリー・フレンドリー企業の普及の促進  

   ① 国立成育医療センター（仮称）の整備等  
② 総合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療ネットワークの整備  ４ 母子保健医療体制の整備   

 
 

 

 
 
 

 
 

 

③ 小児救急医療支援の推進（２次医療圏に小児専門の救急医療体制を整備）  
④ 不妊専門相談センター（不妊に悩む夫婦に対し、治療に関する情報提供や精神面での相談を実施）の整備
     

 

① 子どもセンターの全国展開   
５ 地域で子どもを育てる教育
環境の整備 

 
  

② 子ども放送局の推進   
 ③ 子どもの活動の機会と場の拡大のため各省庁等と連携した事業の推進  

④ 子どもの文化活動や鑑賞の機会を充実する地域こども文化プランの推進  
⑤ 子ども24時間電話相談の推進  

 
  

 

 

 
 
 

(3) 学
人々
れら

 

   
 

 

(4) 幼
セン
護者
れる
事業

 
 
 

 
 
 (1) 学

６ 子どもたちがのびのび育つ
教育環境の実現 

  

 
 
 (2) 平

制を

   
  

  
(3) 高
貫教

   

 
 (4) 子

る環

   

 
 (5) 問

の対

   
 (1) 育７ 教育に伴う経済的負担の軽

減   
 
 (2) 幼

 

 
 
  

(1) ゆ８ 住まいづくりやまちづくり
による子育ての支援 

 

 
 
  

   
  

   
 
  

 

 

 
 

   
   

 
   
 
 

  

】 

】 

(2) 地
する

整備

 

 

(1) 
機

 

】 

(3) 安

】 (2

（注） ※は、厚生労働省も関

係する施策である 

（注）  新エンゼルプラン（「重点的に推進すべき
成11年12月17日少子化対策推進関係閣僚
域における家庭教育を支援

子育て支援ネットワークの

 

【厚生労働省
【厚生労働省
【厚生労働省】
【文部科学省】
 

 
 
① 家庭教育手帳・ノートを作成、乳幼児や小・中学生等を持つ親に順次配布  
② 家庭教育24時間電話相談（調査研究事業）の推進   

校において子どもが地域の
と交流し、様々な社会環境に触
れるような機会の充実 ③ 子育てサポーターの配置による地域における子育て支援ネットワーク構築事業を実施し、その成果を各市町村

に普及   
  

 稚園における地域の幼児教育
ターとしての機能等の充実（保
と地域のニーズに十分応えら
よう、預かり保育や子育て支援
を推進） 

 
 

    
習指導要領等の改訂     

  

成14年度から完全学校週５日   

【文部科学省】
一斉に実施 
  

 ① 総合学科の設置促進   
② 単位制高等学校の設置促進   

等学校教育の改革及び中高一
育の推進  

 
③ 中高一貫教育校の設置促進   

育ての意義や喜びを学習でき
境の整備 

 ① 中学校、高等学校の全ての生徒が家庭科等において子どもの発達や家庭等に関する内容を学習するよう改 
訂した学習指導要領を平成14年度から中学校、平成15年度から高等学校で実施  

② 高校生が幼稚園等で幼児とふれあう体験学習の機会の充実  
  

題行動へ適切に対応するため
策の推進 

 ① 「心の教室」カウンセリング・ルームを平成12年度までに 5,234校を目途に整備  
② スクールカウンセラー及び「心の教室相談員」を可能な限り多くの学校に配置  

  

英奨学事業の拡充   

 ① 第１子に比べて第２子、第３子について保護者負担を軽減  
② 満３歳児について希望者が入園できるよう条件整備を推進  

稚園就園奨励事業等の充実   
 
【文部科学省
体験活動等の情報提供及び 
会と場の充実 
① 広くて良質な住宅の整備により、１人当たり床面積を欧州並みの水準に引上げるとともに、居住環境を抜本的
に改善   

とりある住生活の実現  
 

② 特定優良賃住宅制度の活用や公団賃貸住宅の供給により、良質なファミリー向け賃貸住宅の供給を促進 
③ 住宅金融公庫融資等の活用により、良質なファミリー向け民間賃貸住宅の供給を促進するとともに、三大都市
圏において子育て世帯等が初めて共同住宅を取得する際の融資額の増額など子育て世帯の広くゆとりのある住
宅の取得を支援（※）  
④ 公営住宅及び特定優良賃貸住宅における多子世帯等の優先入居を推進  

  

) 仕事や社会活動をしながら子育
てしやすい環境の整備 
【国土交通省
 ① 大都市の都心部等において、職住近接型の良質な市街地住宅の供給、良好な住宅市街地の整備の推進、 
公団賃貸住宅、特定優良賃貸住宅等の供給の促進により、職住近接で子育てのしやすい都心居住を推進 
② 公団賃貸住宅の整備や市街地再開発事業等の実施の中で、住宅等と保育所等の一体的整備等を推進 
   
 

 

① 住宅系地区等において、通過交通の進入を抑えるコミュニティ道路や歩車共存道路などの整備を推進 
 ② コミュニティ道路やハンプ、クランクなどを面的に整備するコミュニティ・ゾーン形成事業を推進 
 

 
 
 

③ 「通学路点検」や「交通安全総点検」などによる、子どもの視点に立った歩道の補修などの改善を推進 
④ 市街地における幅の広い歩道の整備、既設道路の段差・傾斜・勾配の改善などによるバリアフリー歩行空間ネ
ットワークの形成を促進  
⑤ 都市公園のネットワーク、河川の機能を活かした遊び場等を整備  

全な生活環境や遊び場の確保 

少子化対策の具体的実施計画」平成11年12月19日大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治６大臣合意）は、「少子化対策推進基本方針」（平
会議決定）に基づき策定。計画期間は平成12年度から16年度の５か年 
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 アンケート調査の設計（案）概要  

 

 

○新エンゼルプランを中心とした少子化対策について 

その政策効果＝「家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会づくり」

 そのために実現すべき政策目的＝「仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負担感の緩和・除去」

その測定指標＝「子どもを持ちたいと思えるようになったか」 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 目的等 

１．特に重点的に取り組むことが必要な分野・施策についてのニーズの把握 …① 

少子化対策のうち、特に重点的に取り組むことが必要な分野・施策は何である

かを明らかにし、新ＡＰのパッケージングについての評価を行うため。 

⇒ 新ＡＰに掲げる分野・施策についてのニーズの濃淡を把握するともに、新Ａ

Ｐに掲げられていない新たな分野・施策についても、適宜Iニーズを調査する。 

 

２．新エンゼルプランに掲げる施策の作用度の把握 …② 

新ＡＰに掲げる施策（のうち一部のもの）が、所期の政策効果を有効に発現し

たかどうかを明らかにし、新ＡＰ自体の有効性についての評価を行うため。 

⇒ 新ＡＰに掲げる施策のうちの主要なもの（事前アンケートの結果、利用者が

多かった施策及び利用したい者が多かった施策、利用の結果、負担感の緩和へ

の作用が大きかった施策）について、当該施策が実施されたことにより、「子

どもを持ちたいと思えるようになった」か否か（＝作用度）を把握する。 

 

Ⅱ 対象施策 

１．①については、少子化対策に係る分野・施策全体 

・ 新ＡＰに掲げる分野、施策 

＋ 

・ 新ＡＰに掲げられていない分野、施策（で、ロジックツリーやグループイン

タビューによってスクリーニングした分野・施策） 

 

２．②については、新ＡＰに掲げる施策のうちの一部（Ⅰ２．と同様） 

 

Ⅲ 方法・対象者 

                          
I ロジックツリー、グループインタビューにより抽出された分野・施策のうち、必要と判断するものについて、アンケ
ート調査を実施 
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１．規模・抽出方法 

① 抽出数：６，０００人 

 

② 選挙人名簿により無作為抽出 

都道府県別抽出数は、原則として、都道府県別対象者の人口数比に比例 

 

２．原則として全国の20代・30代（20～39歳）の男女（独身者も含む）を抽出 

 

Ⅳ 質問内容 

１．わが国の少子化対策に対する関心、期待、評価 

 

２．分野間・分野内施策間の相対ニーズ 

質問ごとに列記した分野・施策のうち、ニーズの高いもの（全数のうちの１/３）

を選択 

e.g.)○個のうち△個を選択  （順位付けは煩雑） …○個÷３＝△個 

 

３．新ＡＰに掲げる施策のうちの一部の絶対的な作用度 

  効果が有効に発現した施策の全てを選択 

 

４．調査対象者の属性 

① 個人属性 

 ａ 年齢、性別、県・市区町村 

ｂ 子ども数、理想・予定子ども数、一番上・下の子どもの年齢、 

ｃ 婚姻の有無、夫（妻）との育児の分担割合 

② 地域・事業所属性 

 ａ 職業、一日の平均就業時間、一週間の平均就業日数 

 ｂ 職場の出産・育児に関する制度の有無 

 ｃ 親との同居（近隣）の有無、親との育児の分担割合、住居の広さ 
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